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（百万円未満切捨て） 

１．平成24年３月期の業績（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 
(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

24年３月期 6,483 2.8 230 16.0 268 △21.1 90 △54.1 
23年３月期 6,306 △1.4 198 △31.5 339 △19.0 196 △20.1 

 

 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経 常 利 益 率 

売 上 高 
営 業 利 益 率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

24年３月期 44.88 － 3.1 5.6 3.6 
23年３月期 97.77 － 7.0 7.7 3.1 

（参考） 持分法投資損益 24年３月期 －百万円 23年３月期 －百万円 
 
(2) 財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 

24年３月期 4,866 2,904 59.7 1,448.43 
23年３月期 4,721 2,862 60.6 1,427.55 

（参考） 自己資本    24年３月期 2,904百万円 23年３月期 2,862百万円 
 
(3) キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

24年３月期 368 △1,043 △47 1,313 
23年３月期 642 △2 △83 2,035 

 
２．配当の状況 

年間配当金 
 第１ 

四半期末 
第２ 

四半期末 
第３ 

四半期末 
期末 合計 

配当金総額 

(合計) 
配当性向 

純資産 
配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

23年３月期 － 0.00 － 24.00 24.00 48 24.5 1.7 
24年３月期 － 0.00 － 24.00 24.00 48 53.5 1.7 
25年３月期 

(予想) 
－ 0.00 － 28.00 28.00  30.7  

 
３．平成25年３月期の業績予想（平成24年４月１日～平成25年３月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期 
（累計） 

3,250 2.1 134 4.5 137 △7.8 80 △6.8 39.89 

通     期 6,660 2.7 305 32.4 310 15.5 183 103.3 91.25 

 

TDnet
スタンプ

TDnet
スタンプ



 

 

※ 注記事項 

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 
②  ①以外の会計方針の変更 ：有 
③  会計上の見積りの変更 ：有 
④  修正再表示 ：無 

 （注）詳細は、添付資料P.21「重要な会計方針」をご覧下さい。 
(2) 発行済株式数（普通株式） 
 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年３月期 2,005,400株 23年３月期 2,005,400株 
 ② 期末自己株式数 24年３月期 －株 23年３月期 －株 
 ③ 期中平均株式数 24年３月期 2,005,400株 23年３月期 2,005,400株 

 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 

 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい

て、金融商品取引法に基づく財務諸表に対する監査手続は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理

的であると判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありま

せん。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

当事業年度におけるわが国の経済は、東日本大震災により落ち込んだ企業の生産活動や個人消

費が緩やかに持ち直しつつあるものの、欧州諸国における財政金融問題の深刻化、円高の長期化、

タイの洪水被害等により先行きが不透明な状況で推移いたしました。 

当業界においては、復興財政支出政策を中心としたＩＴ投資需要の回復が期待されたものの、

景気の不透明感から、企業においてはＩＴ投資に対する慎重な姿勢が続くなど、市場成長率はマ

イナスに転じました。また、一方でスマートフォンやタブレット端末の急速な普及に加え、クラ

ウド・コンピューティングの国内市場が急速に拡大しております。 

このような状況下、当社は業界のニーズに対応すべく今後の進展が見込まれる分野への案件獲

得に注力すると共に、リピートオーダーの確保や新規顧客の開拓等積極的な受注活動を推し進め

てまいりました。一括受託作業においては、Ｗ字モデルの開発手法を取り入れた「当社標準開発

モデル」の導入やソフトウェアの構造分析を行う「リバースエンジニアリングサービス」の活用

等により更なる品質の向上に努めてまいりました。また、ＯＳＳの活用や部品化等による生産性

向上への取組みにも努めてまいりました。 

以上の結果、当事業年度における経営成績は、売上高64億83百万円（前事業年度比2.8％増）、

営業利益は２億30百万円（前事業年度比16.0％増）、経常利益２億68百万円（前事業年度比

21.1％減）、当期純利益90百万円（前事業年度比54.1％減）となりました。 

なお、利益面においては助成金収入の減少により経常利益が減少しております。また、法人税

率引き下げによる繰延税金資産の取り崩しにより、純利益に影響が生じました。 

 

当事業年度における事業別の業績は以下のとおりであります。 

 
（ソフトウェア開発事業） 

当社の主力事業でありますソフトウェア開発事業の売上高は57億43百万円（前事業年度比3.2％

減）、営業利益6億75百万円（前事業年度比1.8％増）となりました。内訳として、通信ソフトウ

ェア開発は、ルータやコアネットワークの開発、新世代ネットワーク向け技術ＯｐｅｎＦｌｏｗ

を活用したソフトウェア開発等の案件を受注いたしました。制御ソフトウェア開発は、複合機や

プリンター、車載系の開発案件等を中心に受注を拡大いたしました。また、ソリューションは、

ＬＴＥ搭載の監視システムや電子カルテの開発案件、ＥＣサイト構築案件を中心に受注いたしま

した。 

（サービス事業） 

サービス事業の売上高は７億40百万円（前事業年度比99.8％増）、営業利益62百万円（前事業

年度比244.8％増）となりました。クラウド化の潮流やＢＣＰ（事業継続計画）対策の需要が拡大

するなか、構築・保守・運用サービス（ＳＩサービス）に特化した組織に集約したことでネット

ワークやサーバの構築案件を効率的に受注いたしました。更に、「Ｃｙｂｅｒ－Ｓｍａｒｔ ＣＴ

Ｉ」、「Ｓｍａｒｔ ＩＰ－ＰＢＸ」を中心とする自社ソリューションの受注を拡大いたしました。 
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②次期の見通し 

次期の見通しにつきましては、スマートフォンやタブレット端末の更なる市場規模の拡大やそ

れに伴うモバイルデータトラフィックへの対応、ＬＴＥ等のネットワークインフラへの積極的な

設備投資が見込まれます。また、クラウド・コンピューティングの進展により付加価値クラウド

サービスというまったく新しい領域での成長が期待され、新たな利活用に向けたソフトウェア開

発の需要が見込まれます。 

このような状況下、次期の業績見通しとしては、売上高66億60百万円（前事業年度比2.7%増）、

営業利益３億５百万円（同32.4%増）、経常利益３億10百万円（同15.5%増）、当期純利益１億83

百万円（同103.3%増）を見込んでおります。 

 

(2) 財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

当事業年度における資産は、前事業年度末に比べて１億44百万円増加（3.1%増）し48億66百万円

となりました。その内訳は、流動資産が１億58百万円増加（4.1%増）し40億62百万円となり、固定

資産が14百万円減少（1.7%減）し８億３百万円となったことによるものであります。 

流動資産増加の主な要因は、現金及び預金の減少７億22百万円、売掛金の減少１億38百万円、短

期貸付金の増加10億円によるものであります。 

（負債） 

当事業年度における負債は、前事業年度末に比べて１億２百万円増加（5.5%増）し19億61百万円

となりました。その内訳は、流動負債が16百万円増加（1.7%増）し９億78百万円となり、固定負債

が86百万円増加（9.7%増）し９億83百万円となったことによるものであります。 

（純資産） 

当事業年度における純資産は、前事業年度末に比べて41百万円増加（1.5%増）し29億４百万円と

なりました。 

 

②キャッシュ･フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べて７

億22百万円減少（35.5%減）し13億13百万円となりました。 

営業活動により獲得した資金は、３億68百万円（前事業年度比42.7％減）となりました。これは

主に、税引前当期純利益が２億64百万円、賞与引当金の増加65百万円、退職給付引当金の増加87百

万円、売上債権の減少１億34百万円、法人税等の支払額３億22百万円によるものであります。 

投資活動により支出した資金は、10億43百万円（前事業年度は２百万円の支出）となりました。

これは主に、グループバンク制度への短期貸付によるものであります。 

財務活動により支出した資金は、47百万円（前事業年度比42.8％減）となりました。これは、配

当金の支払によるものであります。 
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（参考）キャッシュ･フロー関連指標の推移 

 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 

自己資本比率（％） 56.1 59.3 67.3 60.6 59.7 

時価ベースの自己資本比（％） 67.1 33.8 45.9 30.8 36.7 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

（注２）当社は、平成18年３月期から平成24年３月期において有利子負債を有していないため、キャッシ

ュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社の利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を

確保しつつ、安定した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。 

当期の利益配当につきましては、上記方針に基づき取締役会を決定機関として１株当たり24円

の普通配当を予定しております。内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化

に対応すべく、従業員の教育、研修といった人材育成やＭ＆Ａ投資等により経営基盤の強化を図

ってまいりたいと考えております。 

なお、次期の利益配当につきましては、１株当たり28円を予定しております。 

 

(4) 事業等のリスク 

以下において、当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主

な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、

投資者の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開

示の観点から以下に開示しております。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、

発生の回避及び発生した場合の対応に努めてまいります。 

なお、以下の事項のうち将来に関する事項は、当事業年度末において当社が判断したものであ

り、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

 

①事業環境について 

(イ)通信業界における投資動向による影響について 

当社の主力事業であるソフトウェア開発事業においては、通信系のソフトウェア受託開発を

中心に、その技術を応用したシステム開発やサービスを展開しております。 

通信業界においては、スマートフォンやタブレット端末の需要の高まりによりデータ通信対

応への投資の積極化が見込まれます。また、クラウド・コンピューティングの実用化に伴う開

発需要の拡大やクラウド・コンピューティングの進展により、付加価値ビジネスの成長が見込

まれ、当社は当該分野を中心にサービスを展開していく方針です。 

しかしながら、通信業界における設備投資及び開発投資動向が当社の想定どおりに推移する

保証はなく、当該動向によるソフトウェア開発に関する需要増減により、当社の経営成績及び
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財政状態は影響を受ける可能性があります。また、当社事業については、通信業界以外の各企

業等の情報化投資の動向により影響を受ける可能性があります。 

(ロ)競合について  

当社が属するソフトウェア業界においては、大規模事業者から小規模事業者まで多数の事業

者が存在していることに加えて、ソフトウェア開発において海外オフショアを活用するケース

が増加傾向にあり、これら事業者との競合が生じております。現状においては、経済不況から

脱しつつあり、政府や民間企業のＩＴ化推進等に伴い業界全体における開発需要は潜在的には

堅調であるものの、一部で競合激化等による価格競争が生じております。このまま経済低成長

が長期化し開発需要減少や新規参入増加等により更に競争が激化した場合は、当社の経営成績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

②特定取引先への依存について 

当社の販売先上位である日本電気グループ（日本電気株式会社及びその連結子会社）の売上高

構成比は、当事業年度において39.9%と依存度が高い状況が続いております。当社は日本電気グル

ープ以外にも富士通グループ、日立グループ、キヤノングループ、ＮＴＴグループ等とも取引を

拡大しており、今後も継続して受注拡大を図って行く方針であります。今後において、当社は日

本電気グループに対して、通信ソフトウェア関連の開発案件の受注拡大を図っていく方針であり

ますが、何らかの要因から当社において顧客の開発ニーズへの十分な対応が困難となった場合に

は十分な取引拡大等が図られる保証はないことに加えて、日本電気グループの方針や事業戦略等

に変化が生じた場合にも、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③当社の事業体制等について 

(イ)開発プロジェクトの管理について 

当社のソフトウェア開発事業においては、請負契約による開発案件が大半を占めております。

当該開発業務の性質上、当初の見積以上の作業工数が必要となる場合があり、想定以上の費用

負担により開発案件の採算性の悪化や、契約後におけるシステム開発案件に対する仕様変更等

による開発費用の追加発生、開発の遅延等が生じる可能性もあります。 

当社は、開発案件の採算性に十分留意しつつ受注活動を行う方針でありますが、受注競争激

化や優秀な技術者不足による見積精度の低下等により、当該事業の採算性の悪化が生じる恐れ

があり、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(ロ)情報セキュリティ管理について 

当社は顧客の情報システムを構築する過程において、個々の顧客業務内容等の機密情報を入

手し得る立場にあることから、個人情報を含めた情報管理のため、情報セキュリティ基本方針

に基づき、入退出管理、アクセス可能者の制限、アクセスログ取得等のセキュリティ対策を講

じ、情報管理体制の整備強化に努めております。 

しかしながら、今後、当社の過失や第三者による不法行為によって顧客の個人情報や機密情

報、当社が保有する個人情報等が外部へ流出した場合には、当社への損害賠償請求や社会的信

用の失墜等により、当社の事業展開、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
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④開発技術等について 

(イ)技術革新への対応について 

情報通信技術業界においては、技術革新のスピードが速く、特に通信ソフトウェアを支える

技術は日々進化しております。当社は、技術者の教育体制を強化することで技術者のスキルア

ップを図り、最先端技術や市場の変化に迅速に適応してまいります。 

しかしながら、当社全体の最新技術の習得及び開発技術力向上については、個々の技術者の

取り組みに依存する部分もあり、業界における技術革新に対して当社の対応が遅れた場合には、

顧客企業に提供する技術品質の低下等により、競争力が損なわれ、当社の事業展開、経営成績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(ロ)当社が開発するソフトウェアの不具合発生について 

当社が受託するソフトウェア開発においては、顧客の検収後にシステムの不具合（いわゆる

バグ）等が発見される場合があります。当社においては、ＩＳＯ９００１に準拠した品質マネ

ジメントシステムを用いた品質管理体制を構築しており、今後においても不具合等の発生防止

に留意していく方針であります。 

しかしながら、当社が顧客へ納品するソフトウェアの不具合等に起因して顧客企業等におけ

る重大なシステム障害が発生した場合や、不具合等の発生に対して適切かつ迅速な処理または

対応が困難となった場合には、顧客からの損害賠償請求や当社の信頼性低下等が生じる恐れが

あり、当社の事業展開、経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。 

(ハ)知的財産権の対応について 

当社の開発業務においては、ソフトウェア開発にかかる技術ノウハウの蓄積は推進している

ものの、公知の技術を活用した受託開発が主体であることから、当社の開発成果による特許性

を有する独自技術等は生じ難い業態であります。一方で、当社が属する業界等においては、自

社技術保護の観点から知的財産権が注目され、特許等の申請が増加傾向にあります。 

当社においては、第三者が保有する知的財産権を侵害しないように留意しつつ事業を展開し

ており、現時点において、第三者より知的財産権の侵害に関する指摘等を受けた事実はありま

せん。しかしながら、当社が事業上用いる技術ノウハウ等について、当社が認識しない第三者

が既に知的財産権を取得していたり、第三者が今後において知的財産権を取得した時には、当

該第三者より使用差止及び損害賠償等の訴えを起こされる場合や知的財産権の使用にかかる対

価の支払い等が発生する恐れがあり、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 

⑤富士ソフトグループとの関係について 

富士ソフト株式会社は当社の親会社であり、当社は連結子会社として同グループに属しており

ます。同グループにおいては、「各グループ企業が相互に独立した会社としての尊厳と自主性・

主体性を尊重する」旨のグループ会社憲章を定め、各グループ企業が独自の方針等により事業を

展開するとともに、グループ企業が各々の特徴を生かしたアライアンスを推進していくことによ

り、グループ全体としての成長を実現していくことをグループ戦略としております。 
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当社と同グループとの関係は以下のとおりであります。 

(イ)資本関係について 

富士ソフト株式会社は、当事業年度末において当社発行済株式総数の56.87％を保有する親会

社であり、当社に対する大株主としての一定の権利を保有することとなります。このことから、

当社株式の議決権行使等により当社の経営等に影響を及ぼし得る立場にあり、同社の利益は他

の株主の利益と一致しない可能性があります。 

(ロ)役員の兼任について 

当事業年度末における当社役員８名（うち監査役３名）のうち、親会社である富士ソフト株

式会社の従業員を兼ねるものは非常勤の監査役２名であります。当該監査役の森田秀英及び込

貝昌幸は、富士ソフト株式会社において培ってきた豊富かつ有益な専門知識・経験等を当社の

監査体制に活かすため当社が招聘したものであります。 

(ハ)取引関係について 

当事業年度における当社と富士ソフトグループとの間に以下の取引関係があります。 

１）親会社である富士ソフト株式会社との取引 

当社は、富士ソフト株式会社からソフトウェア開発業務等を受注しており、その売上高は７

億46百万円となっております。なお、取引条件につきましては、市場価格を勘案し、当社との

関連を有しない会社との取引と同様に交渉のうえ決定しております。 

２）富士ソフトグループ企業との取引 

当社は、富士ソフトグループ企業（兄弟会社）各社との間に、ソフトウェア開発業務の委託

または受託取引がありますが、これらはグループ企業各社においてそれぞれ得意とする事業領

域に関連する開発業務の受委託取引であり、当社及び各社の事業上の必要性に応じ発生してお

り、その取引額は１億25百万円であります。なお、各社との取引条件については、市場価格を

勘案し、当社との関連を有しない会社との取引と同様に交渉のうえ決定しております。 

 

⑥業績の季節偏重について 

当社が属するソフトウェア業界における業績変動の特徴として、販売先である顧客企業等の検

収が第２四半期会計期間末及び決算期末に集中する傾向にあることを要因として、売上計上時期

が９月及び３月に集中する傾向があります。更にシステム開発には一定水準以上の技術者が必要

であり、新入社員を迎えた上半期は研修によって技術力のレベルアップを図るために稼働率が低

下することから、当社の例年業績は下半期が上半期を上回る傾向となっており、過年度において

極端な業績偏重は生じていないものの、今後において上記要因による季節偏重が顕著になる可能

性があります。 

また、当社の売上計上基準は、検収基準を採用していることから、売上計上が集中する９月ま

たは３月において、何らかの要因により契約上予定された期間内に顧客企業による検収を受ける

ことができない場合には、売上計上時期が下半期または翌期にずれ込むことにより、当社の経営

成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

当社は、富士ソフトグループに属しており、現在、同グループにおいて主として通信ソフトウェア開発を行う

企業として位置付けられております。 

当社の事業は、通信ソフトウェア（主として通信インフラ網に関わる製品・システムなどを手掛ける通信基盤

分野）を中心とした受託開発を主力としております。また、多様化する顧客ニーズへの対応として自社ソリュー

ション／サービスの創出も含めたサービス事業を強化し、事業展開しております。 

当社の事業系統図は、以下のとおりであります。 

 

 

 

 

当社の関係会社の状況は以下の通りであります。    

名称 住所 資本金 主要な 
事業の内容 

議決権の 
被所有割合 関係内容 

(親会社)  千円  ％  

富士ソフト 
株式会社 

神奈川県 
横浜市中区 26,200,289 

ソフトウェア開発関連事業、 
アウトソーシング事業、 
その他事業 

56.87 
ソフトウェア開発等の受託 
システム機器・ソフトウェア
等の仕入等 

(注)富士ソフト株式会社は、有価証券報告書提出会社であります。 
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３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、「生き生きとした発展成長を通して、ソフトウェア技術で、社会に、そしてお客様・株主・社員に

貢献する」という企業理念のもとに、「技術と品質のベストカンパニー」を中長期の基本方針に掲げ、社会に

より多くの貢献をする企業を目指しております。 

また、「検査の徹底・約束の厳守・機密の保持」を品質方針として、より多くのお客様から末永く信頼して

いただけるパートナーであると同時に、確かな技術基盤とソフトウェア技術者集団としての力強さを身につけ

た、お客様にとって頼りがいのあるプロフェッショナル集団を目指して努力してまいります。 

 

(2) 目標とする経営指標 

当社は、「更なる基盤事業の強化と新事業の拡大」を基本方針に掲げ、「受託エンジン強化と成長エンジン

の拡大」及び「ニッチ＆ストックビジネスの確立」を経営目標と位置付けております。また継続的な売上高及

び利益の向上に努め、中長期的には売上高10％以上の成長と営業利益率７%を目指して経営努力してまいりま

す。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

情報通信技術業界おいては、スマートフォンやタブレット端末の需要の高まりによりデータ通信対応への投

資が積極化されており、モバイルデータ通信需要の増大から、ネットワーク容量拡大の必要性が高まり、ＬＴ

Ｅ展開の加速性、フェムトセル等の積極活用が進められております。また、クラウド・コンピューティングが

実用段階へと移行しているなか、今後クラウドの活用により新たな価値を創造する事業の伸長が期待されてお

ります。社会インフラ、農業、医療、文教等の領域に対しても有効な手段として注目されており、通信系の技

術を応用したシステム開発やサービスの需要は中期的に拡大していくものと認識しております。 

こうした事業環境のなか、当社はソフトウェア開発事業において保有する多くの実績と専門性の高いノウハ

ウを活かし、通信ソフトウェアを中心とした受託開発に引き続き注力するとともに、先端技術を要する開発プ

ロジェクトに積極的に参画し、事業拡大を図ってまいります。サービス事業においては、これまで創出してき

た独自ソリューションやサービスに加え、自社技術を活かした新たな価値・サービスを提供するソリューショ

ンビジネスの展開を図ってまいります。技術面においては、技術革新が激しい当業界において最新技術力の確

保を目的として、技術習得の強化と専門技術の高度化に努めてまいります。更にこれまでに培われた技術ノウ

ハウの積極的な活用と品質及び生産性の向上にも努めてまいります。営業面においては、顧客ニーズの深堀に

よる提案型営業や迅速な営業活動による市場ニーズの先取りを推進し、更なる事業拡大を図ってまいります。 

 

(4) 会社の対処すべき課題 

当社が属するソフトウェア業界においては、情報通信サービス全体を支える通信インフラの発展は、世界規

模で進んでいます。技術革新が激しい当業界において迅速な技術習得への対応はもとより、ユーザーの価格に

対する要求の高まりによる顧客企業のオフショア開発の活用等、環境の変化に迅速に対応していくことが求め

られます。 

このような事業環境のなか、当社が継続的に事業規模を拡大させていくためには、下記の課題への対応が必

要であると考えております。 

 

①技術力確保と品質向上及び生産性向上 

技術革新のスピードが速く、特に通信ソフトウェアを支える技術は日々進化しております。クラウド・コン

ピューティングの普及やスマートフォンに代表されるモバイル端末等の変化が急速に進んでおり、当社を取り
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巻く事業環境は急激に変化しております。こうした事業環境のなか、最先端技術習得の強化と専門技術の高度

化を図り、最新の技術力確保に努めることはもとより、Ｗ字モデルの開発手法を取り入れた「当社標準開発モ

デル」の導入やソフトウェアの構造分析を行う「リバースエンジニアリングサービス」の活用等による品質向

上に努めてまいります。また、ＯＳＳの活用や部品の再利用による開発コストの低減を図る等の生産性向上に

努めてまいります。 

 

②安定収益基盤の強化 

当社が属するソフトウェア業界においては、国内外の同業各社との競合に直面しております。このような状

況下、受託開発において生産性向上及びプロジェクトマネジメント力強化に向けた組織的な取り組みや常に顧

客ニーズに適う高品質なソフトウェアの提供により一定の利益を確保する取り組みのほか、より高い収益性の

実現と成長性を維持するために自社ソリューション及び自社サービスの拡充を図ってまいります。更には自社

技術を活かした新たなソリューションを創出し、安定収益基盤の強化を図ってまいります。 

 

③人材育成 

当社は、人材が重要な財産であると認識し、会社を発展成長させるための重要な課題として、人材育成に取

り組んでおります。当社人財マネジメント方針に基づき、技術面においては、高度なＩＴ基盤技術力の向上は

もとより、プロジェクトマネジメント力及び品質管理能力の向上により更なる顧客満足度の向上を実現してま

いります。営業面においては、提案力の向上を図り、顧客ニーズの深堀による提案型営業を推進してまいりま

す。また、管理面においては、管理対応力及び創造性向上に向けた教育の実施によりヒューマンスキルの向上

を図り、経営効率化を実現し、会社全体の収益力向上を実現してまいります。 

 

④コンプライアンス体制の一層の強化 

当業界におきましては、偽装請負等が社会問題化したことにより、当該問題等に関連して、コンプライアン

ス体制の整備が不可欠となっているものと認識しております。当社においては、顧客からの案件受注時に社内

ガイドラインに基づき、問題が発生しないように法令遵守に向けた取り組みを推し進めています。今後におい

ても、コンプライアンス体制の一層の強化を図ると共に、顧客企業の信頼向上に努めてまいります。 

 

⑤業務の適正を確保するための体制の強化 

当社は、関連法規を遵守し、財務報告の信頼性と業務の有効性・効率性を確保するため、内部統制システム

を整備し適切に運用すると共に、企業統治を一層強化する観点から、その継続的改善に努める旨の内部統制シ

ステムの構築に関する基本方針を決定しております。詳細は、後述のとおりであります。 

 

(5) 内部管理体制の整備・運用状況 

当社の内部管理体制の整備・運用状況は以下のとおりであります。 

 

①内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

当社は、内部統制システムに関する役員及び社員の職務執行の基本方針として、次の方針を会社法及び会社

法施行規則に基づき取締役会にて決議し、整備を進めております。 

【内部統制システムの構築に関する基本方針】 

(イ)取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
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１）取締役会は、法令・定款・取締役会規則等に基づき、経営に関する重要事項を決定すると共に取締役

の職務執行を監督する。 

２）監査役は、法令が定める権限を行使するとともに、監査役会規程及び監査役基準に基づき取締役の職

務執行を監査する。 

３）内部監査室は、内部監査規程に基づき使用人の業務全般について法令・定款・社内規程・規則等の遵

守状況、業務執行手続き及び内容の妥当性について監査する。 

４）取締役会は、使用人に対して法令・定款並びに就業規則、企業倫理に関する規程等の社内規程を整備

し、これらに基づき適正に行動するよう本社各室が業務分掌規程にて定める担当事項を中心にして普

及啓蒙・指導に努め遵守意識の浸透を図る。 

５）法令等の遵守体制については、各取締役及び本社各室が既存の組織及び諸規程の追加、見直し等を行

い、その一層の充実と体系化ができるよう取締役会へ諮る。 

６）取締役会は、使用人が法令・定款・社内規程違反またはそのおそれのある事実、社会通念に反する行

為等を知り得た場合の通報、相談窓口を整備する。 

(ロ)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

１）取締役会は、取締役の職務執行に係わる情報（電磁的情報を含む）の管理基準及び管理体制に関し、

文書管理に関する規程の整備を図り、法令及び社内規程に準拠して作成・保存すると共に取締役、監

査役等が閲覧、謄写可能な状態で管理する。 

２）取締役会は、法令等の適時開示に関する定めにより、情報の開示を定められた事項に関しては速やか

に開示を行う。 

(ハ)損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

１）当社は、取締役会及び経営会議等において経営環境、自然災害、品質等、当社の経営並びに当社のス

テークホルダーに重要な影響を及ぼすおそれのある様々なリスクにつき、必要な体制、規程、マニュ

アル、ガイドライン等を整備し、種々の教育活動を通して会社のリスク低減に努める。 

２）発生したリスクに関しては、取締役が中心となり適切、適法、かつ迅速に対処する。 

(ニ)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

１）取締役は、重要な経営判断が求められる業務執行について、取締役会の承認を経ると共に、業務の執

行状況を適宜報告する。 

２）取締役は、取締役の業務執行の効率を高めるため、役員会を原則として毎月１回以上開催し、経営の

全般的執行方針及びその他経営に関する重要事項について協議する。 

３）取締役は、使用人の日常の職務執行に関し、組織及び職務分掌を定めた業務分掌規程及び職務権限を

明示した職務権限規程を整備し、各部署の責任者がその権限の範囲で迅速に意思決定できる体制を整

備する。 

４）取締役会は、毎期中期経営計画及び年度経営方針を策定し、業務の運営を推進する。取締役は、経営

会議を通じて各部署より定期的に計画の進捗状況の報告を受け、課題等について協議し具体的対策を

実施する。 

(ホ)企業集団における業務の適正を確保するための体制 

１）当社は、経営の独立性を保持し、法令等に照らして、適法、適正な企業活動を行う。 

２）当社は、必要に応じて親会社である富士ソフト株式会社と企業倫理の確立、法令等の遵守体制、その

他業務の適正を確保するための体制の整備等について連携を行う。 

３）当社と親会社との取引等については、その公正性、透明性を確保するための体制を整備する。 
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(ヘ)監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

１）当社は、監査役の独立した立場からの会社の業務の監査、助言活動を充実させるため、必要がある場

合には専属の使用人を配置する。 

２）監査役の業務を補助する専属の使用人の独立性を確保するため、当該使用人の評価、人事異動等につ

いては監査役の意見を尊重し、指揮命令権も監査役が有する。 

(ト)取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制 

１）取締役または使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、会社の経営に重大な影響を及ぼす事項、

内部監査の実施状況、コンプライアンスに関わる内部通報の状況及びその内容を速やかに報告する。 

２）取締役または使用人が監査役へ報告すべき事項及びその方法については、取締役と監査役との協議に

より決定し、取締役は確実に報告される体制を整備する。 

(チ)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

１）取締役は、監査役が要請する内部統制システムの整備に関する事項については、その要請を尊重し、

協議の上、その実現に努める。 

２）取締役は、監査役からの経営会議等の重要な会議への出席の要請を受入れる。 

３）取締役及び使用人は、監査役との相互の意思疎通を図るため、定期的に情報や意見の交換を行う。 

４）取締役は、監査計画に基づく監査役の監査及びその他監査役が必要と考える臨時監査等が円滑に実施

されるよう協力し、また使用人に協力させる。 

(リ)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制整備 

１）当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関係を持たず、全ての取締役、監査

役及び従業員に対して反社会的勢力及びその関係者や団体との接触や取引など一切の関わりを禁止す

ることを基本方針とする。 

２）反社会的勢力及びその関係者や団体からの接触があった場合は、直ちに顧問弁護士や所轄警察署と連

携し毅然とした姿勢で組織的かつ法令に即して対処する。 

 

②内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況 

当社ではコーポレート・ガバナンスの一層の充実に向け、経営上必要で適確な情報収集と意思決定の仕組み

を明確にし、経営の透明性を高めることを目的に制定している取締役会規則・経営会議規程・役員規程や、リ

スクマネジメントの一環として定めた社内規程を定期的に見直しております。 

また、個別の社内規程について主管部署を定め、各主管部署が法令・諸規則の遵守のために責任を持った管

理・運用を行っている他、内部統制システムについては、総合管理室にて業務プロセスの見直しによる適正化

や関連文書の整備等に取り組んでおります。 

 

③内部監査及び監査役監査の状況 

社長直轄の内部監査担当部門である内部監査室は、各部署の所管業務が法令、社内規程等に従い、適切かつ

有効に運用されているかを監査し、その結果を社長に報告すると共に、適切な指導を行って、業務上の過誤に

よる不測の事態の発生を予防し、業務の改善と経営効率の向上を図っております。年度監査計画に基づき、社

内各部署を対象に会計監査、業務監査等を実施しております。 

監査役会は監査役３名で構成され、原則として毎月１回定例的に開催しております。監査役は取締役会及び

経営会議への出席、期末や四半期の決算監査、社内各部署に対する業務監査や会計監査、監査法人との意見交

換等を通じて業務の執行状況を監視し、監査機能の充実を図っております。 
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また、内部監査室と監査役につきましては、それぞれ異なった役割で監査を実施しておりますが、相互補完

的かつ効果的な監査が実施できるよう、監査役による内部監査報告書の内容確認や内部監査への立会実施等の

情報共有に努め、連携を図っております。 

 

④経営意思決定、業務執行及び内部統制の体制図 

当社の経営意思決定、業務執行及び内部統制の体制は下図のとおりであります。 

 

 

株　主　総　会

代表取締役

監査役会

経 営 会 議

各　部　署

内部監査室

監査法人連携

連携

連携

監査取締役会

選任 選任

　　監　査

解職

解任 解任

選定

指
揮
／
命
令

指
揮
／
命
令

諮問 報告

指示 報告

指示

報告

改
善
報
告

顧問弁護士

助言

相談

総合管理室

指示 報告

改
善
指
示

指示 報告
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４．財務諸表 
(1) 貸借対照表 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,035,902 1,313,354 

受取手形 11,853 ※３  15,558 

売掛金 ※１  1,507,928 ※１  1,369,547 

商品 － 848 

仕掛品 88,645 ※２  101,398 

前払費用 50,631 48,459 

繰延税金資産 197,558 205,378 

短期貸付金 － ※１  1,000,515 

その他 11,251 7,700 

流動資産合計 3,903,771 4,062,760 

固定資産   

有形固定資産   

建物 184,764 189,445 

減価償却累計額 △51,324 △56,496 

建物（純額） 133,440 132,949 

構築物 580 580 

減価償却累計額 △551 △551 

構築物（純額） 29 29 

工具、器具及び備品 19,080 17,093 

減価償却累計額 △10,490 △8,423 

工具、器具及び備品（純額） 8,589 8,669 

土地 111,613 111,613 

有形固定資産合計 253,672 253,261 

無形固定資産   

ソフトウエア 47,624 66,340 

その他 2,006 0 

無形固定資産合計 49,630 66,340 

投資その他の資産   

長期前払費用 51,015 36,955 

繰延税金資産 361,159 350,126 

敷金及び保証金 102,510 97,151 

投資その他の資産合計 514,685 484,232 

固定資産合計 817,988 803,834 

資産合計 4,721,759 4,866,594 
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 86,970 129,609 

未払金 64,139 68,696 

未払費用 154,096 180,847 

未払法人税等 208,146 54,658 

未払消費税等 51,036 41,570 

前受金 744 8,031 

預り金 19,529 39,197 

前受収益 65 586 

賞与引当金 367,312 432,994 

役員賞与引当金 8,308 20,120 

工事損失引当金 － ※２  288 

その他 1,848 1,915 

流動負債合計 962,197 978,515 

固定負債   

退職給付引当金 871,037 958,430 

役員退職慰労引当金 25,701 24,950 

固定負債合計 896,738 983,380 

負債合計 1,858,936 1,961,896 

純資産の部   

株主資本   

資本金 399,562 399,562 

資本剰余金   

資本準備金 307,562 307,562 

資本剰余金合計 307,562 307,562 

利益剰余金   

利益準備金 15,962 15,962 

その他利益剰余金   

別途積立金 1,200,000 1,200,000 

繰越利益剰余金 939,735 981,610 

その他利益剰余金合計 2,139,735 2,181,610 

利益剰余金合計 2,155,698 2,197,572 

株主資本合計 2,862,823 2,904,697 

純資産合計 2,862,823 2,904,697 

負債純資産合計 4,721,759 4,866,594 
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(2) 損益計算書 
(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

売上高 ※１  6,306,401 ※１  6,483,862 

売上原価 5,119,981 ※２  5,253,903 

売上総利益 1,186,420 1,229,959 

販売費及び一般管理費   

役員報酬 75,210 64,819 

従業員給料 380,494 364,216 

従業員賞与 14,070 40,783 

法定福利費 74,414 71,696 

賞与引当金繰入額 43,243 51,900 

退職給付費用 18,188 18,358 

役員退職慰労引当金繰入額 4,986 5,899 

役員賞与引当金繰入額 8,208 20,119 

社宅使用料 72,618 59,504 

減価償却費 22,604 20,239 

その他 273,864 282,048 

販売費及び一般管理費合計 987,903 ※３  999,586 

営業利益 198,516 230,372 

営業外収益   

受取利息 ※１  7,576 ※１  9,381 

助成金収入 131,092 26,068 

受取事務手数料 1,598 1,542 

その他 1,066 922 

営業外収益合計 141,334 37,915 

経常利益 339,851 268,288 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 165 － 

特別利益合計 165 － 

特別損失   

固定資産除却損 ※４  329 ※４  1,826 

減損損失 ※５  1,449 ※５  2,006 

特別損失合計 1,779 3,832 

税引前当期純利益 338,237 264,455 

法人税、住民税及び事業税 250,666 171,238 

法人税等調整額 △108,498 3,213 

法人税等合計 142,167 174,451 

当期純利益 196,070 90,004 
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売上原価明細書 

 

  
前事業年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

Ⅰ 労務費 ※１ 4,053,223 82.0 4,249,212 80.8 

Ⅱ 外注加工費  598,349 12.1 712,217 13.5 

Ⅲ 経費 ※２ 290,767 5.9 300,237 5.7 

   当期総製造費用  4,942,340 100.0 5,261,667 100.0 

   期首仕掛品棚卸高  200,788  88,645  

計  5,143,129  5,350,312  

   期末仕掛品棚卸高  88,645  101,398  

   他勘定振替高  －  38,985  

   当期製造原価  5,054,484  5,209,929  

   期首商品棚卸高  1,635  －  

計     5,056,119  5,209,929  

   当期商品仕入高  63,861  44,822  

   期末商品棚卸高  －  848  

   当期売上原価  5,119,981  5,253,903  

 

 

※１ 労務費には、次の内容が含まれております。 

項目 前事業年度 当事業年度 

従業員給与 2,892,879千円 2,732,127千円 

従業員賞与 96,678千円 368,999千円 

賞与引当金繰入額 324,069千円 381,093千円 

退職給付費用 119,616千円 126,323千円 

 

※２ 経費には、次の内容が含まれております。 

項目 前事業年度 当事業年度 

旅費交通費 103,104千円 92,392千円 

地代家賃 114,803千円 103,871千円 

 

（原価計算の方法） 

 当社の原価計算は、実際原価による個別原価計算を採用しております。 
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(3) 株主資本等変動計算書 
(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 399,562 399,562 

当期末残高 399,562 399,562 

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 307,562 307,562 

当期末残高 307,562 307,562 

資本剰余金合計   

当期首残高 307,562 307,562 

当期末残高 307,562 307,562 

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 15,962 15,962 

当期末残高 15,962 15,962 

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 1,200,000 1,200,000 

当期末残高 1,200,000 1,200,000 

繰越利益剰余金   

当期首残高 827,892 939,735 

当期変動額   

剰余金の配当 △84,226 △48,129 

当期純利益 196,070 90,004 

当期変動額合計 111,843 41,874 

当期末残高 939,735 981,610 

利益剰余金合計   

当期首残高 2,043,854 2,155,698 

当期変動額   

剰余金の配当 △84,226 △48,129 

当期純利益 196,070 90,004 

当期変動額合計 111,843 41,874 

当期末残高 2,155,698 2,197,572 

株主資本合計   

当期首残高 2,750,979 2,862,823 

当期変動額   

剰余金の配当 △84,226 △48,129 

当期純利益 196,070 90,004 

当期変動額合計 111,843 41,874 

当期末残高 2,862,823 2,904,697 
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

純資産合計   

当期首残高 2,750,979 2,862,823 

当期変動額   

剰余金の配当 △84,226 △48,129 

当期純利益 196,070 90,004 

当期変動額合計 111,843 41,874 

当期末残高 2,862,823 2,904,697 
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(4) キャッシュ・フロー計算書 
(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 338,237 264,455 

減価償却費 26,711 36,532 

減損損失 1,449 2,006 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △165 － 

賞与引当金の増減額（△は減少） 141,442 65,682 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1,843 11,812 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 75,026 87,393 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,986 △751 

受取利息 △7,576 △9,381 

固定資産除却損 329 1,826 

売上債権の増減額（△は増加） △97,472 134,675 

たな卸資産の増減額（△は増加） 113,778 △13,600 

仕入債務の増減額（△は減少） 8,646 42,638 

工事損失引当金の増減額（△は減少） △31,974 288 

その他 89,229 58,170 

小計 664,493 681,747 

利息の受取額 7,576 9,381 

法人税等の支払額 △29,093 △322,526 

営業活動によるキャッシュ・フロー 642,976 368,602 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △5,144 △2,592 

無形固定資産の取得による支出 △13,213 △45,668 

短期貸付金の増減額（△は増加） 150 △1,000,515 

その他 15,984 5,359 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,222 △1,043,416 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △83,474 △47,734 

財務活動によるキャッシュ・フロー △83,474 △47,734 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 557,279 △722,548 

現金及び現金同等物の期首残高 1,478,623 2,035,902 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  2,035,902 ※１  1,313,354 
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(5)継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

(6)重要な会計方針 

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 商品 

  個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

② 仕掛品 

  個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 
 

２ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物        ５～39年 

工具、器具及び備品 ５～10年 
 

（減価償却方法の変更） 
 当社において、従来建物を除く有形固定資産については定率法によっておりましたが、当事業年
度より定額法に変更しております。 
 この変更は、親会社である富士ソフト株式会社が有形固定資産の減価償却方法を定率法から定額
法へ変更することに伴い、親子会社間の会計処理を統一するため、また、当社の保有資産を見直し
た結果、当社の資産は、概ね耐用年数内において使用の頻度がほぼ同じであり、定額法がより経営
の実態を適切に表していると判断したことから、変更したものであります。 
 これにより、従来の方法と比較して、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は
それぞれ2,491千円増加しています。 

 
② 無形固定資産(リース資産を除く) 

 (イ)市場販売目的のソフトウェア 

 見込販売期間(３年以内)における見込販売数量に基づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく

均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によっております。 

 (ロ)自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法によっております。 

 
③ リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 
 

３ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 
② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を

計上しております。 
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③ 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計

上しております。 

 
④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、計上し

ております。 

 数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による按分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理することとしております。 

 
⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 
⑥ 工事損失引当金 

 受注制作ソフトウェアに係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において損失の発生が見込

まれ、かつ、金額を合理的に見積もることができる契約について、損失見込額を計上しております。 

 

４ 収益及び費用の計上基準 

受注制作ソフトウェア開発に係る収益及び費用の計上基準 

 受注制作ソフトウェア開発契約のうち、当社の定めた基準に該当し、当事業年度末までの進捗部

分について成果の確実性が認められる契約については工事進行基準（ソフトウェア開発の進捗率の

見積りは原価比例法）を、その他の契約については工事完成基準を適用しております。 

 

５ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ケ月以内に償還期日の到来する短期投資としております。 

 

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

(7)表示方法の変更 

（貸借対照表関係） 

 前事業年度において、独立掲記していた「無形固定資産」の「電話加入権」は、重要性が乏しくなっ

たため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、

前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前事業年度の貸借対照表において、「無形固定資産」の「電話加入権」に表示していた

2,006千円は、「その他」として組替えております。 
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（損益計算書関係） 

 前事業年度において、独立掲記していた「販売費及び一般管理費」の「地代家賃」は、重要性が乏し

くなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前事業年度の貸借対照表において、「販売費及び一般管理費」の「地代家賃」に表示して

いた19,905千円は、「その他」として組替えております。 

 

(8)追加情報 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用してお

ります。 
 
（法定実効税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正） 

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律及び東日

本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12

月２日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成24

年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の40.0％から、回収又

は支払が見込まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日 までのものは37.4％、平成27年４月

１日以降のものについては35.0％にそれぞれ変更されております。 

その結果、流動資産の繰延税金資産が14,277千円、固定資産の繰延税金資産が49,385千円それぞれ減

少し、当事業年度に計上された法人税等の金額が63,663千円増加しております。 

 

(9)財務諸表に関する注記事項 

（貸借対照表関係） 

※１  関係会社に対する資産及び負債 

 
前事業年度 

(平成23年３月31日) 
当事業年度 

(平成24年３月31日) 

売掛金 60,648千円 77,669千円 

短期貸付金 ― 1,000,000千円 
 

※２  たな卸資産及び工事損失引当金の表示 

   損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示しております。 

工事損失引当金に対応するたな卸資産の額 

 
前事業年度 

(平成23年３月31日) 
当事業年度 

(平成24年３月31日) 

仕掛品 ― 288千円 
 

※３  期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

期の期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

 
前事業年度 

(平成23年３月31日) 
当事業年度 

(平成24年３月31日) 

受取手形 ― 3,630千円 
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（損益計算書関係） 

※１  各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自  平成22年４月１日 
  至  平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成23年４月１日 
  至  平成24年３月31日) 

売上高 601,847千円 746,501千円 

受取利息 7,225千円 9,092千円 
 

※２  売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額は、次のとおりであります。 

前事業年度 
(自  平成22年４月１日 
  至  平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成23年４月１日 
  至  平成24年３月31日) 

― 288千円 
 

※３  一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自  平成22年４月１日 
  至  平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成23年４月１日 
  至  平成24年３月31日) 

一般管理費 ― 12,746千円 
 

※４  固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自  平成22年４月１日 
  至  平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成23年４月１日 
  至  平成24年３月31日) 

建物付属設備 159千円 164千円 

工具、器具及び備品 170千円 1,662千円 

計 329千円 1,826千円 
 

※５  減損損失 

 前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 

 当社は、以下の資産について減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

神奈川県 横浜市 遊休資産 
無形固定資産 

（電話加入権） 

 当社は、主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基礎として、資産のグルーピン
グを行っております。 
 ただし、事業の用に直接供していない遊休資産については、個別に取り扱っております。時価の下
落した将来の使用が見込まれていない遊休資産については、回収可能価額まで減額し、減損損失1,449
千円を特別損失として計上しております。 
 なお、回収可能価額は市場価格等に基づく正味売却価額によっております。 
 

 当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 

 当社は、以下の資産について減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

神奈川県 横浜市 遊休資産 
無形固定資産 

（電話加入権） 

 当社は、主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基礎として、資産のグルーピン
グを行っております。 
 ただし、事業の用に直接供していない遊休資産については、個別に取り扱っております。時価の下
落した将来の使用が見込まれていない遊休資産については、回収可能価額まで減額し、減損損失2,006
千円を特別損失として計上しております。 
 なお、回収可能価額は市場価格等に基づく正味売却価額によっております。 
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(株主資本等変動計算書関係) 

 前事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  １ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

 普通株式 (株) 2,005,400 － － 2,005,400 

  ２ 自己株式に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

  ３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

  ４ 配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成22年５月25日 
取締役会 

普通株式 84,226 42 平成22年３月31日 平成22年６月28日 

 

  (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成23年５月24日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 48,129 24 平成23年３月31日 平成23年６月27日 

 

 当事業年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  １ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

 普通株式 (株) 2,005,400 － － 2,005,400 

  

  ２ 自己株式に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

  ３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

  ４ 配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成23年５月24日 
取締役会 

普通株式 48,129 24 平成23年３月31日 平成23年６月27日 

 

  (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成24年５月31日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 48,129 24 平成24年３月31日 平成24年６月25日 
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。 

 
前事業年度 

(自  平成22年４月１日 
  至  平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成23年４月１日 
  至  平成24年３月31日) 

現金及び預金 2,035,902千円 1,313,354千円 

現金及び現金同等物 2,035,902千円 1,313,354千円 

 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

 当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

 当社は、サービス別のセグメントから構成されており、ソフトウェア開発事業及びサービス事業の

２つの報告セグメントとしております。 

 

・ソフトウェア開発事業 

 通信ソフトウェア、制御ソフトウェア、ソリューション等の顧客ニーズに応じた各種ソフトウェア

の受託開発を行っております。 

 

・サービス事業 

 構築・保守・運用サービス（ＳＩサービス）を中心としたサービスの提供や、「Ｃｙｂｅｒ－Ｓｍ

ａｒｔ ＣＴＩ」、「Ｓｍａｒｔ ＩＰ－ＰＢＸ」等の自社ソリューションを展開しております。 

 

 当社は、従来売上高の合計に占めるソフトウェア開発事業の割合が90％を超えていたため、セグメ

ント情報の記載を省略しておりましたが、当事業年度より、ソフトウェア開発事業及びサービス事業

の２つに報告セグメントを変更しております。 

 この変更は、当事業年度においてサービス事業の重要性が増したことによるものです。 

 なお、前事業年度の報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額

に関する情報は、当事業年度と同様の基準で作成しております。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一
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であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 

Ⅰ  前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（単位：千円） 

報告セグメント 
 

ソフトウェア開
発事業 

サービス事業 計 

調整額 
(注)１ 

財務諸表 
計上額 
(注)２ 

売上高      

  外部顧客への売上高 5,935,800 370,600 6,306,401 － 6,306,401 

計 5,935,800 370,600 6,306,401 － 6,306,401 

セグメント利益 663,193 18,161 681,354 △482,837 198,516 

(注) １．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに帰属しない全社費用であり、主に販売費及び一般管理

費であります。 

２．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．セグメント資産の金額は、当社では報告セグメントに資産を配分していないため、開示しておりません。 

 

Ⅱ  当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：千円） 

報告セグメント 
 

ソフトウェア開
発事業 

サービス事業 計 

調整額 
(注)１ 

財務諸表 
計上額 
(注)２ 

売上高      

  外部顧客への売上高 5,743,413 740,449 6,483,862 － 6,483,862 

計 5,743,413 740,449 6,483,862 － 6,483,862 

セグメント利益 675,074 62,623 737,698 △507,325 230,372 

(注) １．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに帰属しない全社費用であり、主に販売費及び一般管理

費であります。 

２．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．セグメント資産の金額は、当社では報告セグメントに資産を配分していないため、開示しておりません。 
 

【関連情報】 

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１  製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

 本邦の外部顧客への売上高に分類した額が、損益計算書の売上高の90％超であるため、記載を省略

しております。 

(2) 有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の額が、貸借対照表の有形固定資産の90％超であるため、記載を

省略しております。 

－27－

サイバーコム株式会社（3852）平成24年３月期　決算短信（非連結）



 

 

３  主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

日本電気通信システム株式会社 1,227,528 ソフトウェア開発事業及びサービス事業 

 

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１  製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

 本邦の外部顧客への売上高に分類した額が、損益計算書の売上高の90％超であるため、記載を省略

しております。 

(2) 有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の額が、貸借対照表の有形固定資産の90％超であるため、記載を

省略しております。 

３  主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

日本電気通信システム株式会社 1,417,850 ソフトウェア開発事業及びサービス事業 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（単位：千円） 

報告セグメント 
 

ソフトウェア開発事業 サービス事業 計 
その他 

全社・消去 
(注) 

合計 

減損損失 － － － － 1,449 1,449 

(注) 「全社・消去」の金額は、複数の事業で使用していた遊休状態の電話加入権に係るものであります。 
 

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：千円） 

報告セグメント 
 

ソフトウェア開発事業 サービス事業 計 
その他 

全社・消去 
(注) 

合計 

減損損失 － － － － 2,006 2,006 

(注) 「全社・消去」の金額は、複数の事業で使用していた遊休状態の電話加入権に係るものであります。 
 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

（関連当事者情報） 

 前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 １ 関連当事者との取引 

（１）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の内容 

議決権等 

の所有 

(被所有)割
合(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 
富士ソフト
株式会社 

神奈川
県横浜
市中区 

26,200,289 
情報サー
ビス事業 

(被所有)
56.87％
直接 

当社製品の
販売等 

ソフトウェア
開発売上高等 

601,847 売掛金 60,648 

(注) １．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

ソフトウェア開発売上高等については、市場価格を参考として当社と関連を有しない会社と同様に決定し

ております。 
 
 ２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（１）親会社情報 

 富士ソフト株式会社（東京証券取引所に上場） 

 

 当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 １ 関連当事者との取引 

（１）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の内容 

議決権等 

の所有 

(被所有)割
合(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

当社製品の

販売等 

ソフトウェ

ア開発売上

高等 

746,501 売掛金 77,669 

資金の貸付 1,000,000 
親会社 

富士ソフト

株式会社 

神奈川

県横浜

市中区 

26,200,289 
情報サー

ビス事業 

(被所有)

5 6 . 8 7％

直接 
資金の貸付 

利息の受取 9,092 
短期貸付金 1,000,000 

(注) １．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

ソフトウェア開発売上高等については、市場価格を参考として当社と関連を有しない会社と同様に決定し

ております。 

資金の貸付については、親会社のグループバンク制度において余裕資金の運用を行ったものであります。

なお、取引条件は他の運用商品と同水準であり、市場利回り等を参考に決定しております。 
 
 ２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

 （１）親会社情報 

 富士ソフト株式会社（東京証券取引所に上場） 
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（１株当たり情報） 

 
前事業年度 

(自  平成22年４月１日 
  至  平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成23年４月１日 
  至  平成24年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,427.55円 1,448.43円 

１株当たり当期純利益金額 97.77円 44.88円 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 

項目 
前事業年度 

(自  平成22年４月１日 
  至  平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成23年４月１日 
  至  平成24年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益(千円) 196,070 90,004 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

普通株式に係る当期純利益(千円) 196,070 90,004 

普通株式の期中平均株式数(株) 2,005,400 2,005,400 

 
３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 
前事業年度 

(平成23年３月31日) 
当事業年度 

(平成24年３月31日) 

純資産の部の合計額(千円) 2,862,823 2,904,697 

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 2,862,823 2,904,697 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通
株式の数(株) 

2,005,400 2,005,400 

 

(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

 

 

５．その他 

 該当事項はありません。 
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